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健康診断結果の経年変化に視点をおいた望ましい健診結果の 

活用と事後措置のあり方に関する研究 

研究分担者 立道 昌幸  東海大学医学部基盤診療学衛生学公衆衛生学 教授 

 
分担研究者 
古屋博行 （東海大学医学部基盤診療学系
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研究協力者 
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只野祐 （全衛連専務理事） 

佐々木敏夫（(株)バイオコミュニケーショ
ンズ、企画部長） 
 
 
A. 研究目的 

職域における法定の定期健康診断について
は、検査項目、検査間隔の問題を始め健診実
施の意義、エビデンスの検討など根源的問題
について、H28 年度までの労災疾病臨床研究
補助金；大久保班で討議された。また、健康診
断のあり方検討会等での議論をへて、H30 年
以降も現行の健康診断の実施が見込まれてい
る。このような状態で、むしろ法定健康診断
を否定的なとらえ方ではなく、現行の健康診
断を如何に有意義に活用していく方法を提示
することが必要である。 

研究要旨 

本研究は、H29 から H31 年までの 3 カ年計画による。職域における法定の定
期健康診断に対する直接的な有効性を評価するエビデンスを形成するという目
的ではなく、既存の健康診断を如何に有効活用するかを目的に、その基礎的エ
ビデンスの構築と、望まれる利用方法を提案することを目指している。求めら
れているアウトカムとすると、①定期健診における胸部 XP 検査の有用性に資
するエビデンスの提示 ②健康診断結果のビックデータを用いた、経年変化、
加齢、肥満との関連に視点を置いた年齢毎の正常値の概念の提唱、その正常値
に影響する因子の抽出、③健康診断結果を用いた、糖尿病、脳、心血管疾患のリ
スクモデルを提案し、保健指導すべき高リスク者の選定とともに、低リスク者
における健診項目の省略基準の方法とそのエビデンスの構築、④望まれる事後
措置のあり方の提唱と評価分析、という以上の４つの課題において、本年度を
初年度として、取り組みを開始し、ほぼ計画通り結果を得た。 
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 本研究の目的は４つからなる。一つは、議
論の多い胸部 XP 検査の有用性について再度
検討すること、二つめは、職場には経年的に
健康診断結果が蓄積されていることから、経
年変化を利用した新たな正常値、基準値を提
案することにより、また、年齢毎における正
常値、基準値を設けることによって、その正
常値を逸脱する生活習慣や労働因子の抽出を
試み、保健指導による是正を考えていく。 

三つめは、現行の健康診断結果から現在非
常に有病率の上昇が危惧されている主に糖尿
病のリスクスコアーを作成し、高リスク群を
精度よく抽出して、保健指導につなげるスキ
ームを作成すること。 

そして４つめには、望まれる事後措置につ
いての専門家からのコンセンサス調査を用い
て、明らかにし、その効果検証を行うこと、以
上４つを通じて、現行の健康診断の有効利用
法を広く提示することを目的としている。 

 
B. 方法 

方法については、各分担報告に詳細に記し
てあるので、分担報告書を参照頂きたい。簡
潔には、①については、全衛連の加盟健診機
関に協力を得て、胸部 XP 検査の有所見数、
異常判定数、要再検査数、結核疑い数、結核診
断数、肺癌診断数、その他の所見の診断数を
集計して、それぞれの率を計算した。 

②については、平成 28 年度までの労災疾
病臨床研究（大久保班研究）で構築されたデ
ータベース（以下、健診 DB）について、新
たに 1 機関から健診データの追加提供がさ
れた DB を用い、労働安全衛生規則第 44 条
に規定のある法定健康診断項目のうち、連
続変数の検査項目について、記述統計的解
析を行った。 

また、JECOH 研究のデータを用い、異常
値が出る因子の抽出を行った。 

③については、JECOH 研究データを用い、
糖尿病のリスクモデルを作成した。 

④については、専門家産業医によるフォ
ーカス・グループ・ディスカッションを実施
した。 
 
（倫理面での配慮） 

本研究遂行に当たっては、各研究機関に
おける倫理委員会の承認のもと実施してい
る。基本的には個人情報を取り扱っていな
いため、情報漏洩等による被害については
推定されない。 
 
C. 研究結果 
① 胸部 XP 有用性に関する研究 

全国健診機関 121 施設中、88 施設、
8,669,403 人の参加を得た。精査必要判定率
は、男性 1.1%、女性 0.9%。(全年齢)、結核
疑いの判定率は、男性 0.007%、女性 0.006％
であった。肺癌判定者率は 40 歳以上にて男
性 0.020-0.34％女性0.017-0.26％であった。
結核の罹患率の統計(平成 28 年)では、10 万
人 13.9（0.0139％）（7.2-22.0）であるため、
結核の発見には有用である可能性が示唆さ
れた。一方で、肺癌においての罹患率は、10
万人 96.5 であるが、肺癌の発見については、
年齢に依存し、また早期がんの発見率が重
要であることから、肺癌の有用性について
は、次年度 CT の比較とともに研究課題と
した。 
 

② 職域定期健康診断の検査値と加齢およ
び BMI 値との関連に関する検討 
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健診データベースには、7 労働衛生機関
から 2008 年より 2015 年までの検査値合計
述べ 6,920,770 件（男性 4,646,750 件、女性
2,274,020 件）が、解析時点で蓄積された。
上記健診 DB で最も受診者の多かった 2013
年度（計 1,260,878 人）を対象に、性別・年
齢階級別・BMI 値階級別の検査値の分布に
ついて記述統計的に検討した。身長または
体重の計測値が無いなどの理由により、
BMI 値が計算できないケースを除外した結
果、集計対象者は男性 725,385 人（除外：
113,596 人）、女性 382,255 人（除外：38,200
人）であった。 

横断的検討では BMI 階級の増加に伴い
各検査値の分布が拡大する傾向がある一方
で、BMI 値が肥満の基準以下の群でも、年
齢階級の上昇とともに検査値の分布が拡大
する項目が認められ、特に 30-49 歳代での
増加が顕著な項目が認められた。 

縦断的検討では男性の体重・BMI 値等を
中心に 20-24 歳代での急峻な数値の増加が
認められ、その他の項目においても若年層
でのデータ増加が多い傾向が認められた。
女性では若年層の変化は乏しいものの、45-
49 歳で急峻な増加を示す項目が多数認めら
れた。 

以上のことより、健康診断の検査値は加
齢変化により変動があり、特に若年層にお
ける変動率が高い傾向があることから、現
在の基準範囲内であっても将来的な健康リ
スクの高い群がある可能性があり、潜在的
ハイリスク群を把握することなどを目的に、
加齢変化や BMI 値を考慮した基準範囲を
設定することの必要性が強く示唆された。 

また、研究協力者の桑原先生の解析によ
り約 3 万名の労働者を対象に分析したとこ

ろ、通勤手段がベースラインとその 5 年後
の 2 時点ともに非活動的であった群では体
重の増加が認められ、また通勤手段が活動
的であったが非活動的に切り替わった群で
はさらに大きな体重増加が認められた。一
方、2 時点ともに活動的な通勤手段であっ
た群では体重増加は認められず、通勤手段
が非活動的な手段から活動的な手段に切り
替わった群での体重増加はわずかであった。 

このことから、通勤手段が体重増加に対
して重要な因子であることが示唆された。 
 

③ 糖尿病及び心血管疾患のリスク予測に
関する研究 

職域多施設研究（J-ECOH スタディ）の
縦断データを用いて、将来 7 年間に糖尿病
を発症するリスクスコアを開発し、その精
度を検証した。血液検査データを用いない
非侵襲タイプのモデルと、血液検査データ
を含む侵襲タイプのモデルを作成した。時
間依存型ＲＯＣ分析により、侵襲タイプの
モデルの予測精度はかなり高いことを確認
した。併せて、受診者の性、年齢、肥満度、
腹部肥満、喫煙、高血圧のデータを用いて
糖尿病リスクが容易に把握できるリスクチ
ャートを作成した。 
 

④ 一般健康診断の事後措置のあり方に関
する質的調査 

専門家産業医によるフォーカス・グルー
プ・ディスカッションを実施した。事前に予
備調査を実施したうえで、その内容を参考
に質問項目を再検討し、本調査を実施した。
その結果、主に以下の意見を得た。「健診事
後措置を行うべき優先順位は、１．業務によ
り健康影響が出ているもの、２．就業制限
等、何らかの措置が必要であるもの、３．要
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受診レベルのもの、４．要保健指導レベルの
もの、である。」「就業上の措置の判断は、あ
る程度、自動判定で振るい分けを行ったう
えで、最終的に専門家による判定をするの
が効率的である。」「産業医（特に嘱託産業
医）の業務時間が限られており、保健師や衛
生管理者との分業が求められる」「小規模事
業所では、健診結果が紙しかない（電子デー
タ化されていない）ため、結果を集計するこ
と自体が困難であることが多い」「ベンチマ
ークとして、有所見率と、その後の行動（要
医療の人がその後、受療したかどうか等）を
追っていくことが重要。」とのことが示唆さ
れた。 
 
D. 考察 

H29 年度は、各分担者間でのデータベー
スの整備を終え、具体的にデータベースを
ハンドリングして、結果にまで結びつけた。 

胸部 XP の検討では、肺結核については、
全国の職域での胸部 XP 発見率と罹患率と
の差は大きくなく、胸部 XP にてある程度
補足できており、尚も職場での結核が重要
な課題である現在の職場では、必要な健診
と考える。一方で、肺癌の発見については、
今回の調査では早期癌の分類ができていな
い点で評価が困難であったため、次年度で
は健診で発見される肺癌のステージを調査
する予定である。 

健診結果の年齢別のトレンドを見てみる
と、明らかにデータは年齢に連動して変動
する。また、BMI 別の変動を検討した結果、
BMI が正常であっても加齢による変動が起
こることから、年齢別の基準値の設定が必
須であると考えられ、次年度にてこの基準
値の設定を目指す。 

今年度にて、すでに糖尿病のリスクスコ
アが完成し、その検証まで終了している。こ
のスコアは非常に精度が高いことが明らか
にされたことにより、このスコアを用いて、
より効果的な保健指導へと結びつけること
ができることが示唆された。また、このリス
クスコアを用いれば、リスクの少ない社員
には健診項目を省略できる可能性を示唆し
ており、次年度の検討課題であると考えた。 

事後措置については、その優先順位は、
１．業務により健康影響が出ているもの、
２．就業制限等、何らかの措置が必要である
もの、３．要受診レベルのもの、４．要保健
指導レベルのもの、であることについてコ
ンセンサスは得られた。 

事後措置をする場合、結果の電子化、自動
判定等の機械的なサポートが必要であり、
嘱託産業医の場合は、時間制約上保健師や
衛生管理者との役割分担の必要性が考えら
れた。有効な手段として、ベンチマークとし
て、有所見率を明示して、その後の行動（要
医療の人がその後、受療したかどうか等）を
追っていくことが重要であると考えられた。 
 これらの結果をふまえ、次年度は、分散事
業所や小規模事業所で効率的に健診事後措
置を行っている事例の収集、健診結果の有
効活用に関する良好事例の収集、健診事後
措置の効果評価（有所見率やその後の行動
での評価）が必要と考えられた。 
 
E. 結論 

定期健康診断については、今回の検討で
は直接的な有効なエビデンスを構築すると
いう目的ではなく、既存の健診を如何に有
益に利用するかという視点で、研究を行っ
た。その結果、胸部 XP は結核検診としての
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位置づけは、ある程度妥当である点、年齢毎
における正常値、変化率を求めることによ
りリスクが予想されること、現行の項目に
おいても精度よく糖尿病のリスクが検出で
きることが示された。また、これらの検討
は、事後措置の観点では、要保健指導レベル
を明確にすることによって、より効率的な
事後措置につなげられる可能性が示唆され
た。 
 
F. 研究危険情報 
なし 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 
Hu H, Mizoue T, et al. Development and 
validation of risk models to predict the 7-
year risk of type 2 diabetes: The Japan 
Epidemiology Collaboration on 
Occupational Health Study. J Diabetes 
Investig. 2018 年 3 月電子版先行公開 
 
2. 学会発表 

桑原恵介、中川徹、山本修一郎、本多融、
林剛司、溝上哲也. 通勤手段の変化と体重
の変化―5 年間の観察研究の結果から―. 
第 28 回日本疫学会学術総会. 2018 年 2 月 1
日 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
なし
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

１．胸部 XP 有用性評価に関する研究 

研究分担者 立道 昌幸  東海大学医学部基盤診療学衛生学公衆衛生学 教授 

  研究分担者 古屋 博行  東海大学医学部基盤診療学衛生学公衆衛生学 准教授 

 

研究協力者： 只野 祐(全衛連専務理事) 
 
A. 研究目的 

法定での定期健診における胸部 XP の有用
性ついてはこれまで、精力的に議論がなされて
いるが、現時点でも法定の必須項目とするかに
ついては未だ、コンセンサスは定まっていない。
また、この数年で胸部写真のデジタル化が推進
されたため、発見率の向上が期待される。 

胸部 XP の職域での目的は、結核の発見であ
ることについては、異論はないが、結核以外に
も肺癌検診としての役割をもつ。これらの 2 大
疾患以外にも、胸部 XP から得られてくる情報
は多く、じん肺等の産業関連の肺疾患のみなら
ず、閉塞性肺疾患などの私傷病としての肺疾患、
大動脈の石灰化など動脈硬化性病変、心拡大な
どが考えられ、胸部 XP を毎年定期健診で行う
意義については、多角的に評価を検討する必要

がある。 
本研究では、1 年目として、全国的に胸部 XP

検査における有所見数を実数として収集し、所
見率とともに、いかなる所見が発見され、治療、
経過観察に結びつけられているか検討した。 
  
B. 研究方法 

1) 全国労働衛生団体連合会(全衛連)加盟
121 施設に対して、2016 年度に実施した胸部
XP 検査の実施数、デジタル XP とアナログ XP、
有所見数、再検査必要判定数、経過観察必要判
定数、精査必要判定数、結核疑い判定数の調査
を実施し、それぞれについての率を算出した。
また、精査後の確定診断を得ることができた
健診機関においては、結核判定数、肺癌判定数
から、それぞれ判定率を算出した。また、結核、
肺癌以外で治療等が必要な疾患、所見につい

研究要旨 

全国労働衛生連合会加盟健診機関の協力を得て、2016 年度に実施した定期健
康診断時の胸部 XP における所見率の評価を行った。全国健診機関 121 施設中、
88 施設、8,669,403 人の参加を得た。精査必要判定率は、男性 1.1%、女性 0.9%。
(全年齢)、結核疑いの判定率は、男性 0.007%、女性 0.006％であった。精査後ま
で、フォロー可能であった 335954 人であった。結核判定率は男性、女性でそれ
ぞれ 0.01－0.028％、0.008-0.025％ 結核の罹患率の統計(平成 28 年)では、10

万人 13.9（7.2-22.0）（0.007－0.022％）であるため、罹患とほぼ同等の発見率
であることから、結核の発見には有用である可能性が示唆された。一方で、肺癌
判定者率は 40 歳以上にて男性 0.024-0.34％女性 0.017-0.26％であった。肺癌に
おいての 2012 年の肺癌罹患率は、10 万人 96.5（8.2-132.1）であったが肺癌の
罹患率は年齢に強く依存する点、早期がんの発見率が重要な点で肺癌についての
検証は次年度の課題と考えた。また、40 歳以上では、2.5-2.8％に治療すべきあ
るいは、経過観察すべき所見が認められた。 
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て抽出した。 
 
（倫理面での配慮） 

本研究は、東海大学医学部臨床研究審査委
員会にて承認を得た。調査には、胸部 XP の実
施数、所見数については、40 歳以上と全数の
2 段階で情報を収集した。いずれも個人情報は
含んでおらず、個人情報漏洩の可能性はない。 

 
C. 結果 

全衛連加盟の 121 施設中 88 施設（72.7％）
の協力を得た。全数は、8,669,403 件（男性、
5,565,278 件、3,104,125 件）であった。現在の
アナログ撮影の比率は、18.9％であった。 
結果を表 1 に示した。所見の得られた男性
5,461,011 件中、所見率は 9.1％、要再検は 0.6％。
要経過観察は 4.0％、精査必要率 1.1％、結核
の疑い率は 0.007％であった。女性では、
3,133,665 件中、所見率は 6.7％、要再検は
0.49％。要経過観察は 2.8％、精査必要率 0.9％、
結核の疑い率は 0.006％であった。 
 精密後までフォローできている健診機関は、
44 施設であり、44 施設だけでの集計結果を 表
２に示した。 

その中で、結核判定者数は、男性 59 件、女
性 29 件でそれぞれ胸部 XP 受診者の 0.002-
0.028％、0.0016-0.023％であった。また、肺癌
の 40 歳以上で判定者数は、男性で 414 件、女
性 185 件で発見率は男性で 0.020-0.34%、女性
で 0.017-0.26％であった。 

結核、肺癌以外にて精密検査必要と判断され
た率は、全年齢にて男性で 1.5％、女性で 1.6％
であった。 
 
D. 考察 

結核の罹患率の統計(平成 28 年)と比較して
みると、10 万人 13.9（7.2-22.0）（0.007-0.022％）
となり、今回の調査での胸部 XP 検査での職域

での結核疑いとして検出された率は、0.006-
0.010％である。44 施設で追跡調査された結核
発見率は、男性で 0.028％であるため、罹患率
とほぼ同等であった。もちろん、結核の発見要
因が、胸部 XP となっていることが想定される
が、胸部 XP が職域での結核の発見でも重要な
位置づけになっていることが確認された。 

肺癌については、2012 年の肺癌罹患率を参
照すると、96.5/10 万人（0.0965％）である。
男性での 40 歳以上での肺癌発見率である
0.002-0.34%については、相当な幅があり肺癌
の罹患についは、年齢に依存し、また、早期癌
であるかどうかが、有用性のひとつの指標にも
なるため、肺癌の発見率については来年度、こ
の点を明確にして、さらには肺癌検診としての
有用性については、CT 検診とも比較し評価検
討する予定である。 
 胸部 XP については、肺結核、肺癌だけでな
く治療、経過観察が必要な所見を有する者が
40 歳以上では 2.3％-2.5％存在する可能性があ
り、肺気腫、非結核性抗酸菌症、肺線維症、大
動脈瘤、胸壁腫瘍などの発見が期待できる（表
３）。 
 
E. 結論 
胸部 XP の有用性につき、所見率、所見後の精
査結果とも検討した。その結果、結核について
は、罹患率と同等の発見率である結果から、胸
部 XP は結核を検出する方法としては有用で
ある可能性が示唆された。また、結核以外にも
治療が必要と思われる疾患も発見しうる点か
ら、職域での健康診断の項目として検討する意
義があると考えられた。肺癌検診としての有用
性については、次年度の課題とした。 
 
F. 研究危険情報 
なし 
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G. 研究発表 
1. 論文発表 
なし 
 
2. 学会発表 

なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
なし  

 
 
 
 
表１ 調査対象（88 施設）での結果 

 
 
 
 
 
 

①　定期健康診断（職域）胸部エックス線検査数

男性 女性 男性 女性
デジタル胸部エックス線
検査　実施者数 4,652,232 2,639,288 2,682,757 1,570,522
アナログ胸部エックス線
検査　実施者数 913,046 464,837 515,893 252,075
アナログ撮影比率 19.6% 17.6% 19.2% 16.1%

②　胸部エックス線検査（職域）における異常所見判定者数

男性 女性 男性 女性
5,461,011 3,133,665 3,192,508 1,854,750

498,351 210,339 376,010 159,435
9.1% 6.7% 11.8% 8.6%

32,828 15,372 26,630 14,435
0.60% 0.49% 0.83% 0.78%

220,724 86,382 180,430 74,252
4.0% 2.8% 5.7% 4.0%

58,130 27,016 48,490 25,912
1.1% 0.9% 1.5% 1.4%
374 176 317 125

0.0068% 0.0056% 0.0099% 0.0067%
・①と②の人数が異なるのは、定期健診以外のがん検診、人間ドック、特殊健診が入っているため。

実施者数
異常所見判定者数

異常所見判定者数/実施者数
再検判定者数

再検判定者数/実施者数
経過観察必要判定者数

要経過観察判定者数/実施者数
精査必要判定者数

精査必要判定者数/実施者数
結核疑いの判定者数

結核疑い判定者数/実施者数

全年齢 ４０以上

全年齢 ４０以上

2016年度
定期健康診断
受診者総数
（職域）

2016年度　胸部エックス線検査　（職域）
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表２ 健診後フォローアップ可能であった健診機関での結果（44 施設） 

 
 

①　定期健康診断（職域）胸部エックス線検査数

男性 女性 男性 女性
デジタル胸部エックス線
検査　実施者数 2,699,778 1,617,754 1,586,094 960,722
アナログ胸部エックス線
検査　実施者数 284,409 153,686 166,628 87,118
アナログ撮影比率 10.5% 9.5% 10.5% 9.1%

②　胸部エックス線検査（職域）における異常所見判定者数

男性 女性 男性 女性
2,991,434 1,773,551 1,757,142 1,078,646

274,766 118,865 192,269 84,273
9.2% 6.7% 10.9% 7.8%

6,012 3,081 4,659 2,613
0.20% 0.17% 0.27% 0.24%

162,096 63,413 130,649 52,006
5.4% 3.6% 7.4% 4.8%

31,891 16,071 26,339 16,827
1.1% 0.9% 1.5% 1.6%
286 144 241 101

0.010% 0.008% 0.014% 0.009%
・①と②の人数が異なるのは、定期健診以外のがん検診、人間ドック、特殊健診が入っているため。

③　精密検査以降のフォロー状態（４４施設）
211,476 124,478 120,329 71,989

7.1% 7.0% 6.8% 6.7%
10,460 6,274 7,309 4,880

4.9% 5.0% 6.1% 6.8%
59 29 36 17

0.0020% 0.0016% 0.0020% 0.0016%
0.028% 0.023% 0.030% 0.024%

306 127 414 185
0.01% 0.01% 0.02% 0.02%
0.14% 0.10% 0.34% 0.26%

3,246 2,050 2,719 1,825

1.5% 1.6% 2.3% 2.5%

31.0% 32.7% 37.2% 37.4%

結核、肺がん以外の経過観察または
要治療と判定された者数

/再検・精査判定者数

2016年度
定期健康診断
受診者総数
（職域）

全年齢 ４０以上

2016年度　胸部エックス線検査　（職域）
全年齢 ４０以上

精査後までフォローできる健診受診者数

実施者数
異常所見判定者数

異常所見判定者数/実施者数
再検判定者数

再検判定者数/実施者数
経過観察必要判定者数

要経過観察判定者数/実施者数
精査必要判定者数

精査必要判定者数/実施者数
結核疑いの判定者数

結核疑い判定者数/実施者数

肺がん判定者数/胸部エックス線検査実施者数

結核・肺がん以外の経過観察・治療を
要する疾患が発見された者数

結核、肺がん以外の経過観察または
要治療と判定された者数

/フォロ－可能健診受診者数

フォロー可能健診受診者数/実施者数
再検査・精査実施者数

再検査・精査実施者数/再検査・精査判定者数
結核判定者数

結核判定者数/胸部エックス線検査実施者数

肺がん判定者数
結核判定数/フォロー可能健診受診者数

肺がん判定数/フォロー可能健診受診者数
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表３-1. 他の所見（全年齢） 
全年齢   

男性全年齢 報告数 女性全年齢 報告数 

肺気腫 12 非結核性抗酸菌症 18 

非結核性抗酸菌症 12 肺炎 13 

肺炎 11 縦隔腫瘍 11 

気胸 11 肺嚢胞 9 

気管支炎 10 気胸 9 

嚢胞 10 炎症性肺疾患 6 

結節影 10 肺気腫 5 

縦隔腫瘍 8 肺線維症 5 

慢性気管支炎 7 結節影 5 

炎症性所見 6 サルコイドーシス 5 

サルコイドーシス 6 良性腫瘍 5 

良性腫瘍 6 気管支炎 4 

肺線維症 5 慢性気管支炎 4 

スリガラス様陰影 5 間質性肺炎 4 

間質性肺炎 5 非結核性抗酸菌症（疑） 4 

陳旧性肺炎 5 じん肺 4 

陳旧性肺結核 5 肺腫瘍 4 

塵肺 5 大動脈瘤 3 

甲状腺右葉石灰化結節 5 気管支喘息 3 

大動脈瘤 4 小結節あり 3 

器質化肺炎 4 胸膜肥厚 3 

肺腫瘍 4 気管支拡張症 2 

気管支拡張症 3 中葉症候群 2 

慢性閉塞性肺疾患 3 肺がんの疑い 2 

炎症疑い 3 スリガラス様陰影 2 

肺炎（疑） 3 炎症性瘢痕 2 

陳旧性胸膜炎 ＰＰＥＥ 3 慢性閉塞性肺疾患 2 

間質性胃炎 3 陳旧性炎症 2 

異常陰影 2 陳旧性炎症（疑） 2 

ＣＯＰＤ 2 陳旧性炎症性変化 2 

炎症性瘢痕 2 陳旧性肺炎 2 

非結核性抗酸菌症（疑） 2 陳旧性肺結核 2 

非定型抗酸球症 2 肺炎（疑） 2 

好酸球性肺炎 2 胸壁腫瘍 2 
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小結節影 2 びまん性胸膜肥厚 2 

陳旧性炎症性変化 2 肺動脈瘤 2 

陳旧性炎症（疑い） 2 甲状腺腫瘍 2 

リュウマチ性胸膜炎 2 気管支拡張症（疑） 1 

サルコイドーシス(疑) 2 気管支拡張＋部分的無気肺 1 

胸壁腫瘍 2 瀰漫性細気管支炎 1 

心拡大 2 細気管支炎（疑） 1 

びまん性胸膜肥厚 2 慢性気道性病変の疑い 1 

肺動脈瘤 2 冠動脈硬化症 1 

気管支喘息 1 横隔膜挙上 1 

気管支拡張症（疑） 1 右中葉無気肺 1 

気管支肺炎像残存 1 胸部異常陰影 1 

瀰漫性細気管支炎 1 胸部疾患 1 

慢性気管支炎の疑い 1 アスベスト肺疑 1 

冠動脈硬化症 1 石灰化 1 

横隔膜ヘルニア 1 その他の悪性新生物 1 

横隔膜挙上 1 肺癌（疑） 1 

無気肺 1 慢性炎症性変化の疑い 1 

末梢型無気肺 1 慢性閉塞性肺疾患 1 

石綿肺（胸膜プラーク） 1 慢性肺炎 1 

慢性炎症性変化 1 胸膜肥厚 1 

石灰化を伴う陰影 1 浸潤状影 1 

慢性閉塞性肺疾患・肺気腫 1 炎症性斑状影疑い 1 

慢性肺炎 1 炎症疑い 1 

肺気腫 間質性肺炎 1 炎症性腫瘤 1 

肺気腫 間質性肺炎疑い 1 炎症性変化疑い 1 

肺気腫と陳旧性炎症性変化 1 小結節影(器質性肺炎) 1 

右肋骨骨折後 炎症性変化の疑い 1 左肺小結節 1 

脂肪組織 1 器質化肺炎（気管支拡張症） 1 

心裏周囲脂肪塊（指摘部位） 肺
気腫（軽度） 

1 器質化肺炎等 1 

神経線維腫症 ＮＦ1 型 1 陳旧性変化 1 

浸潤状影 1 陳旧性浸潤影の疑い 1 

間質性変化 1 陳旧性炎症、右心外膜の脂肪多い 1 

その他の肺炎・炎症性変化 1 陳旧性炎症疑い 1 

炎症性結節の疑い 1 陳旧性炎症疑い 肺腫瘍も否定でき
ず 3 ヵ月後再検 

1 
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炎症性変化 肺気腫 1 陳旧性炎症性変化 間質性肺炎疑い 1 

軽度炎症又は陳旧性変化 1 陳旧性炎症性変化 肺結節 1 

軽微な炎症 1 陳旧性肺非抗酸菌症 1 

索状影 炎症後の変化 1 陳旧性肺炎後 1 

炎症性結節 1 陳旧性肺結核疑い 1 

炎症性肉芽 1 急性肺炎 1 

炎症性瘢痕（疑） 1 肺炎・炎症性変化 1 

左舌区 炎症性変化疑い 1 治癒過程の肺炎 1 

間質性肺炎（軽度） 1 肺炎・肺膿瘍 1 

間質性肺炎疑い 1 肺炎症性変化 1 

両側肺門及び縦隔 リンパ節腫脹 1 左胸水 心のう液 1 

結節 炎症性変化の疑い 1 両側胸水（心不全症状及び感染症所
見なし） 

1 

胸壁皮下結節 1 サルコイドーシス(疑) 1 

結節状影 (肺腫瘍疑い) 1 上縦隔腫瘤 1 

多発不整形結節 1 右肺下葉良性腫瘍 1 

肺結節 肺炎後の疑い 1 肺腫瘤（良性疑い） 1 

肺結節（肉芽腫） 1 良性腫瘍(嚢腫） 1 

器質性肺炎の疑い 1 良性腫瘍疑い 1 

多発陳旧病巣 1 ＮＴＭ（疑） 1 

陳旧性炎症（疑） 1 肺分画症 1 

陳旧性炎症 1 粒状影 1 

陳旧性浸潤影 1 リンパ腫あるいはサルコイドーシス
疑い 

1 

陳旧性炎症性病変 1 線状影 胸膜肥厚と石灰化 (陳旧性
炎症) 

1 

左肺 陳旧性炎症(疑) 1 肉芽腫 1 

陳旧性硬化像疑い 肺気腫 1 肺ＭＡＣ症 1 

急性肺炎(治癒期) 1 慢性膿肺 1 

軽度肺炎 1 心拡大 1 

肺炎・肺膿瘍 1 心筋梗塞 1 

肺炎後 1 肥大型心筋症 1 

急性肺炎 1 心疾患 1 

胸水 慢性腎不全（透析中） 1 慢性腎不全（透析） 胸水 1 

胸水貯留 1 放射性肝臓炎（左上肺野） 1 

腎不全（透析中）胸水 1 乳頭がん 1 

じん肺 肺気腫 1 縦隔嚢胞性疾患 1 
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胸膜腫瘍（疑） 1 胸膜肥厚 小結節 1 

良性腫瘍(嚢腫） 1 胸膜炎 1 

胸部疾患 1 陳旧性胸膜炎 1 

先天性右肺低形成 1 胸膜プラーク 1 

中葉症候群 1 胸壁腫瘍（疑） 1 

粒状影 1 甲状腺右葉石灰化結節 1 

気道撒布性病変の疑い 1 甲状腺嚢胞 1 

細長い濃度上昇 1 甲状腺腫疑い 1 

漏斗胸治療後 1 髄膜瘤 1 

腕頸動脈蛇行 1   

SAPHO 症候群 1   

壁在血栓疑い 1   

多発性心室性期外収縮 1   

心筋梗塞 1   

肥大型心筋症 1   

心疾患 1   

前縦隔リンパ節腫大 1   

後縦隔腫瘍 1   

胸膜肥厚 1   

胸膜プラーク（アスベスト吸入歴
あり） 

1   

胸膜プラーク 1   

肺動脈拡張 1   

甲状腺嚢胞 1   

甲状腺腫疑い 1   

甲状腺腫瘍 1   

甲状腺右葉の腫瘤 1   
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表３－２。他の所見（40 歳以上） 
40 歳以上 

男性 40 歳以上 報告数 女性 40 歳以上 報告数 

肺炎 12 非結核性抗酸菌症 12 

塵肺 11 肺炎 11 

良性腫瘍 11 縦隔腫瘍 10 

結節影 10 気管支拡張症 9 

気胸 10 炎症性変化 6 

気管支拡張症 9 結節影 6 

肺気腫 9 気胸 6 

非結核性抗酸菌症 9 良性腫瘍 6 

縦隔腫瘍 8 気管支炎 5 

気管支炎 7 肺気腫 5 

肺嚢胞症 7 サルコイドーシス 5 

陳旧性肺結核 6 のう胞 4 

慢性気管支炎 5 肺線維症 4 

スリガラス様陰影 5 間質性肺炎 4 

炎症性所見 5 肺腫瘍 4 

間質性肺炎 5 慢性気管支炎 3 

サルコイドーシス 5 大動脈瘤 2 

好酸球性肺炎 4 気管支喘息 2 

下降大動脈軽度大動脈瘤 3 肺がんの疑い 2 

肺がんの疑い 3 慢性閉塞性肺疾患 2 

ＣＯＰＤ 3 スリガラス様陰影 2 

非定型抗酸球症 3 炎症性瘢痕 2 

非結核性抗酸菌症（疑） 3 炎症性変化（疑い） 2 

陳旧性肺炎 3 非結核性抗酸菌症（疑） 2 

陳旧性胸膜炎 ＰＰＥＥ 3 非定型抗酸菌症 2 

胸壁腫瘍 3 陳旧性炎症疑い 2 

胸膜肥厚 3 陳旧性炎症性変化 2 

胸部異常陰影 2 陳旧性肺炎 2 

石灰化を伴う陰影 2 肺炎（疑） 2 

炎症性瘢痕 2 びまん性塵肺 2 

抗酸菌症 2 胸壁腫瘍 2 

器質化肺炎等 2 胸膜肥厚 2 

器質化肺炎 2 びまん性胸膜肥厚 2 

肺炎（疑） 2 気管支拡張症（疑） 1 
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びまん性胸膜肥厚 2 気管支拡張＋部分的無気肺 1 

リュウマチ性胸膜炎 2 細気管支炎（疑） 1 

肺動脈瘤 2 瀰漫性細気管支炎 1 

気管支喘息 1 慢性気道性病変の疑い 1 

慢性気管支炎（疑） 1 髄膜瘤 1 

気管支拡張症（疑） 1 冠動脈硬化症 1 

瀰漫性細気管支炎 1 横隔膜挙上 1 

気管支炎後 1 右中葉無気肺 1 

食道癌術後 慢性気管支炎 1 胸部異常陰影 1 

冠動脈硬化症 1 胸部疾患 1 

横隔膜ヘルニア 1 その他の悪性新生物 1 

横隔膜挙上 1 肺癌（疑） 1 

右肋骨骨折後 炎症性変化の疑い 1 慢性炎症性変化の疑い 1 

無気肺 1 慢性肺炎 1 

石綿肺（胸膜プラーク） 1 浸潤状影 1 

胸部疾患 1 非結核性抗酸菌症疑い 1 

中葉症候群 1 小結節 1 

その他の悪性新生物 1 小結節 陳旧性骨折 1 

慢性炎症性変化 1 小結節影(器質性肺炎) 1 

肺多発のう胞 1 器質化肺炎（気管支拡張症） 1 

肺気腫 間質性肺炎 1 器質化肺炎等 1 

肺気腫 間質性肺炎疑い 1 陳旧性肺炎後 1 

肺気腫と陳旧性炎症性変化 1 陳旧性肺結核疑い 1 

肺気腫性嚢胞 1 左右陳旧性肺病変 1 

脂肪組織 1 陳旧性変化 1 

神経線維腫症 ＮＦ1 型 1 陳旧性浸潤影の疑い 1 

浸潤状影 1 陳旧性炎症 1 

その他の肺炎・炎症性変化 1 陳旧性炎症（疑） 1 

慢性肺炎 1 陳旧性炎症、右心外膜の脂肪多い 1 

炎症疑い 1 陳旧性炎症疑い 肺腫瘍も否定で
きず 3 ヵ月後再検 

1 

炎症性結節の疑い 1 陳旧性炎症性変化 間質性肺炎疑
い 

1 

炎症性変化 肺気腫 1 陳旧性炎症性変化 肺結節 1 

炎症性変化疑い 1 陳旧性肺非抗酸菌症 1 

気管支肺炎 治療中の陰影 1 陳旧性肺結核 1 

軽度炎症又は陳旧性変化 1 急性肺炎 1 
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軽微な炎症 1 左胸水 心のう液 1 

結節 炎症性変化の疑い 1 両側胸水（心不全症状及び感染症所
見なし） 

1 

左舌区 炎症性変化疑い 1 肺炎・肺膿瘍 1 

索状影 炎症後の変化 1 塵肺 1 

炎症性瘢痕（疑） 1 サルコイドーシス(疑) 1 

炎症性結節 1 リンパ腫あるいはサルコイドーシ
ス疑い 

1 

炎症性肉芽 1 中葉症候群 1 

間質性変化 1 肺分画症 1 

間質性肺炎（軽度） 1 粒状影 1 

間質性肺炎疑い 1 線状影 胸膜肥厚と石灰化 (陳旧
性炎症) 

1 

抗酸菌感染症 1 肉芽腫 1 

小結節影 1 肺ＭＡＣ症 1 

多発不整形結節 1 放射性肝臓炎（左上肺野） 1 

良性結節  1 肥大型心筋症 1 

結節状影 (肺腫瘍疑い) 1 心拡大 1 

慢性閉塞性肺疾患 1 心筋梗塞 1 

器質性肺炎の疑い 1 心疾患 1 

多発陳旧病巣 1 慢性腎不全（透析） 胸水 1 

左肺 陳旧性炎症(疑) 1 右乳腺の石灰化 1 

陳旧性変化 1 乳頭がん 1 

陳旧性炎症 1 胸膜肥厚 小結節 1 

陳旧性炎症（疑） 1 胸膜炎 1 

陳旧性炎症（疑い） 1 陳旧性胸膜炎 1 

陳旧性炎症性病変 1 甲状腺右葉石灰化結節 1 

陳旧性炎症性変化 1 甲状腺嚢胞 1 

陳旧性硬化像疑い 肺気腫 1 甲状腺腫疑い 1 

急性肺炎(治癒期) 1 甲状腺腫瘍 1 

軽度肺炎 1 甲状腺腫大(ﾊﾞｾﾄﾞｳ病） 1 

肺炎・肺膿瘍 1   

肺炎後 1   

急性肺炎 1   

胸水 慢性腎不全（透析中） 1   

胸水貯留 1   

腎不全（透析中）胸水 1   
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サルコイドーシス(疑) 1   

肺腫瘍 1   

胸膜腫瘍（疑） 1   

肺結核 1   

肺結核治療後（Ｈ18 年） 1   

間質性胃炎 1   

壁在血栓疑い 1   

慢性平素性肺疾患・肺気腫 1   

粒状影 1   

気道撒布性病変の疑い 1   

左肺炎症性肉芽腫性病変 右肺ス
リガラス状陰影 

1   

細長い濃度上昇 1   

心裏周囲脂肪塊（指摘部位） 肺気
腫（軽度） 

1   

心疾患 1   

心拡大 1   

肥大型心筋症 1   

心筋梗塞 1   

乳頭がん 1   

前縦隔リンパ節腫大 1   

胸膜炎 1   

胸膜プラーク（アスベスト吸入歴
あり） 

1   

肺動脈拡張 1   

胸膜プラーク 1   

甲状腺右葉石灰化結節 1   

甲状腺嚢胞 1   

甲状腺右葉の腫瘤 1   

甲状腺腫疑い 1   

甲状腺腫瘍 1   

 
 
 



-24- 
 

労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

２．職域定期健康診断の検査値と加齢および BMI 値との関連に関する検討 

研究分担者 山本 健也  東京大学環境安全本部 助教 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
A. 研究目的 

 健康診断結果に基づく事後措置の対象
者を決定するうえで、「有所見の有無」は
医療従事者のみならず受診者においても、
措置の実施およびその受容という観点か
ら有用な情報である。現在、連続変数で結
果が提示される各種検査値の有所見の有
無を決定する「基準値（基準範囲）」は、
各種学会で規定された数値や、特定健康診
査において規定された数値、臨床検査機関
で当該機関が独自に設定した数値、企業外
労働衛生機関が独自に設定した数値など、
その種類や適応は様々であるが、いずれに
おいても数値は各検査項目に一つ（項目に
よっては性別）に限られており、年代や
BMI 値などの違いの有無が考慮されてい

ない。その結果、本来は事後措置が必要な
対象者の選定漏れや、措置不要な対象者に
事後措置が実施されているなど、保健医療
資源の適切な効率的な配分がされていな
い可能性がある。 
 本研究の目的は、健康診断データの年齢
階級および BMI 値階級による変動を検討
し、これらの階級による「基準値（基準範
囲）」のあり方のための基礎資料を提供す
ることである。 

B. 研究方法 
 平成 28 年度までの労災疾病臨床研究（大
久保班研究）で構築されたデータベース
（以下、健診 DB）について、新たに 1 機
関から健診データの追加提供がされた
DB を用い、労働安全衛生規則第 44 条に

研究要旨 
平成 28 年度までの労災疾病臨床研究において、全国の労働衛生機関から収集され

た健康診断データを基に構築されたデータベースを用い、労働安全衛生規則第 44 条
における健康診断項目のうち、連続変数で表される検査値の加齢変化および BMI 値
との関連について検討した。横断的検討では BMI 階級の増加に伴い各検査値の分布
が拡大する傾向がある一方で、BMI 値が WHO の肥満の基準以下の群でも、年齢階
級の上昇とともに検査値の分布が拡大する項目が認められ、特に 30-49 歳代での増
加が顕著な項目が認められた。縦断的検討では男性の体重・BMI 値等を中心に 20-
24 歳代での急峻な数値の増加が認められ、その他の項目においても若年層でのデー
タ増加が多い傾向が認められた。女性では若年層の変化は乏しいものの、45-49 歳
で急峻な増加を示す項目が多数認められた。以上のことより、健康診断の検査値は
加齢変化により変動があり、特に若年層における変動率が高い傾向があることから、
現在の基準範囲内であっても将来的な健康リスクの高い群がある可能性があり、潜
在的ハイリスク群を把握することなどを目的に、加齢変化や BMI 値を考慮した基準
範囲を設定することの必要性が強く示唆された。 

 



-25- 
 

規定のある法定健康診断項目のうち、連続
変数の検査項目について、以下の記述統計
的解析を行った。 
１）単年度データにおける性別・年齢階級

別・BMI 階級別検査値の分布 
 収集された健診データのうち、最も
受診者が多い年度の検査値について、
横断的な検査値の分布を検討した。 

２）経年推移における検査値の変動 
ⅰ）5 年間の検査値の変化の比較 

調査期間内に、1 回目およびその 5
年後の健康診断を受診した対象者に
ついて、5 年間での検査値の変化を比
較検討した。 

ⅱ）検査値の年齢階級別変化率の検討 
 調査期間内に 3 回以上受診して血
液検査を実施した対象者について、収
縮期血圧と BMI の変化率とその関連
について検討した。 

 なお本調査は、平成 28 年度までの労災
疾病臨床研究（大久保班研究）でのデータ
収集の手順をもとに、データ提供機関にお
いて個人情報が特定されない方法で匿名
化された情報の利用について、平成 29 年
度内に改めて各機関に説明および同意を
得て実施した。上記の倫理上の配慮につい
ては平成 29 年 11 月 2 日開催の東京大学
倫理審査専門委員会において了承された
（審査番号 17-187）。 

C. 研究結果 
 健診データベースには、7 労働衛生機関
から 2008 年より 2015 年までの検査値合
計述べ 6,920,770 件（男性 4,646,750 件、
女性 2,274,020 件）が、解析時点で蓄積さ
れた。 
 検査データのうち、特定健康診査におけ
る基準およびデータの分布などから、参考
1 に示した基準に該当するケースは集計

から除外した。なお、法定検査項目のうち
赤血球数については一部の検査機関にお
いてデータの欠落があり、データベースと
の結合が解析時点では不可能であったこ
とから、今回は集計対象から除外した。 

１） 単年度データにおける性別・年齢階級
別・BMI 階級別検査値の分布 
 上記健診 DB で最も受診者の多かっ
た 2013 年度（計 1,260,878 人）を対象
に、性別・年齢階級別・BMI 値階級別の
検査値の分布について記述統計的に検
討した。身長または体重の計測値が無い
などの理由により、BMI 値が計算でき
ないケースを除外した結果、集計対象者
は男性 725,385 人（除外：113,596 人）、
女性 382,255 人（除外：38,200 人）で
あった。結果を表 1−5 及び図 1 に示す。 
 男性においては以下の結果が認めら
れた。 
 ⅰ）BMI<18.5 の群において、収縮期

血圧(SBP)、拡張期血圧(DBP)・
GOT・GPT・GGTP および中性脂
肪(TG)について、年齢階級の上昇
とともに検査値の分布が拡大する
傾向が認められた。なおそのうち、
GOT・GPT・GGTP および中性脂
肪（TG）については 50 歳代をピー
クにその後減少傾向となるが、特に
GOT・GPT および中性脂肪につい
ては、他の BMI 階級に比して 30 歳
代での急峻な上昇傾向が認められ
た。 

 ⅱ）BMI 階級の増加に伴い各検査値
の分布が拡大する傾向にあるが、そ
のうち BMI<25 群での GTP および
TG、BMI<30 群での GOT・GPT
および TG、BMI<35 および<40 群
での DBP・GOT・GPT および TG
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において、若年層の分布が拡大する
傾向が認められた。 

 ⅲ）HbA1c は加齢により分布の幅が
上昇する傾向が見られたが、BMI 階
級の増加に伴い若年代での上昇が
見られ、BMI<30 では 30 歳代、
BMI<35 以上では 20 歳代での急峻
な増加傾向が認められた。 

 また、女性においては以下の傾向が認
められた。 

ⅳ）BMI<18.5 および<25 の群におい
て、SBP・DBP・GOT・GPT およ
び LDL コレステロールについて、
年齢階級の上昇とともに検査値の
分布が拡大する傾向が認められた。
そのうち、両群の SBP および DBP、
および BMI<25 群の LDL コレステ
ロールについては 30 歳代、その他
については 40 歳代での増加傾向が
顕著であった。 

ⅴ）BMI<30群でのGPTおよびTG、
BMI<35 群での GOT・GPT および
TG において、若年層の分布が拡大
しる傾向が認められた。 

ⅵ）BMI<35 の群での LDL コレステ
ロールの若年群の増加が認められ
た。 

ⅶ）HbA1c は加齢により分布の幅が
上昇する傾向が見られたが、BMI 階
級の増加に伴い若年代での上昇が
見られ、BMI<30 では 40 歳代、
BMI<35 以上では 30 歳代での急峻
な増加傾向が認められた。 

２） 経年推移における検査値の変動 
ⅰ）5 年間の検査値の変化の比較 

 1 回目および 6 回目の健康診断を受
診した男性 139,626 人、女性 56,773 人
を対象に、検査値の前後の比較を実施し

た。検定は paired-T で行い、SPSSver.25
を用いた。なお、ヒストグラムより正規
分布ではない検査項目（GOT・GPT・
GGTP および TG）については、前後の
差の検定に際して幾何平均値を用いた。 
 その結果を表 6 および図 3 に示す。
層化に用いた年齢階級は 1 回目受診時
のものである。男性の体重・BMI 値・
GOT・GPT・GGTP・TG・HbA1c に
おいて、20-24 歳代での急峻なデータの
増加が認められ、同年代での HDL コレ
ステロールの急峻な低下も認められた。
また、これらと合わせて LDL コレステ
ロールおよび拡張期血圧は、30 代前半
までの若年層での増加が大きい傾向が
認められた。 

女性については、体重・BMI 値・にお
いて 25-29 歳代での急峻な増加傾向を
認め、また LDL コレステロールおよび
TG と合わせて若年層での上昇傾向が
見られた。また、Hb・GOT・GPT・
GGTP・LDL・TG・HbA1c において 45-
49 歳代をピークとした上昇傾向を認め
た。 

ⅱ）検査値の年齢階級別変化率の検討（予
備解析） 

 調査期間内に 3 回以上受診して血液
検査を実施した男性対象者は 178,233
人について、変化率の予備的検討を行
った。現病歴として高血圧の服薬があ
る対象者は除外した。結果を表 7 およ
び図 4 に示す。散布図における回帰係
数は全年齢階級において正の値であっ
たが、35-39 歳代において回帰係数の
急激な増加（B=1.57→1.88）が認めら
れた。 

D. 考察 
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１）の横断的検討において、BMI 値<18.5
および BMI 値＜25 の群においても加齢に
より検査値の分布が上昇する傾向が認め
られ、また、２）の縦断的検討においても
年齢階級間での平均値の有意な変化が認
められた。特に、BMI<18.5 および<25 の
群において、男女ともに 30 歳代での分布
の急峻な増加傾向が認められる項目があ
ることより、肥満の基準に該当しない群で
あってもこの年齢階級における介入の必
要性が検討される。  
 なお、BMI 階級の増加に伴い若年層で
の分布値の拡大が見られた項目（1−ⅱ）
について、若年層は受診者数が少なく、ま
た約半数が検査省略対象であることから、
対象者数が少ないことが理由として考え
られる。しかし、分布の拡大が見られない
項目もあることから、その原因について今
後検討が必要である。 
 縦断的検討では男性の 20-24 歳代での
データの急激な変動が観察された。これは
横断的検討におけるデータの変動の年代
とやや異なる年代での変化である。受診回
数の多い同一コホート集団であることや、
現病歴のある者を除外していることなど
が二つの集団の異なる面であり、いわゆる
健康への関心の高い層である可能性は否
定できない。また、縦断検討では BMI 値
での層化はしていないことから、BMI 値
階級により差が出る可能性も考えられる。
しかしながら、これらの要因のみで 20 歳
代での急峻なデータの変動を説明するの
はやや困難と考えられ、背景についての今
後検討が必要である。例えば学生から社会
人になるにあたり発生する環境変化等が
トリガーとなっている可能性も考えられ、
これらの変化が将来の健康リスクに寄与
する可能性があれば、20 代での健康診断

に基づく事後措置の重要性が高くなる可
能性もある。 

また、今回予備的に実施した、収縮期血
圧と BMI との変化率の関連も 35-39 歳代
での回帰係数の急増が見られている｡この
背景には、BMI の分布が年齢階級の増加
に伴い漸減傾向であるのに対し、SBP の
分布が 35−39 歳で上昇していることが挙
げられるが、この年代の SBP の変化率の
平均値も増加していることから、若年層の
検査値の変動の特徴として注目される。
SBP 以外の他の項目について、また初年
度の BMI 値階級での層化等による分析を
今後実施する予定である。 
 女性の 40 歳代後半での数値の急激な上
昇について、就労女性の高年齢化が予想さ
れる現代社会において、原因と対策の検討
が必要な事象であり、その背景要因の検討
が必要である。 
 これらの結果から、若年層での健康診断
検査値の増加変動が大きいことが明らか
となり、この結果は現在の基準範囲内であ
っても将来的な健康リスクの高い群が捕
捉されていない可能性を示唆するもので
ある。 

なお、こうした加齢による検査値の変動
を考慮した基準値の検討に際しては、生理
的変動と異常な変動のカットオフを見極
める必要がある。今回用いたデータベース
は最大累積 6 年のデータであり、またアウ
トカムとしての疾患のアウトカム指標に
ついてはレコードされていない。従って、
コホートを長期的に把握できるものでは
なく、変化率の量的変動が将来のアウトカ
ムにどのように寄与するかを検討するこ
とは困難であるため、本結果を基に、長期
コホートを集積しているデータベース等
による検討が必要である。 
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E. 結論 
今年度の結果より、横断的検討では年齢

階級による検査値の変動が認められ、特に
BMI 値＜25 の群においても年齢階級別の
変動が認められた。また縦断的検討では、
男性の体重・BMI 値等を中心に 20-24 歳
代での急峻な数値の増加が認められ、その
他の項目においても若年層でのデータ増
加が多い傾向が認められた。また女性では、
若年層の変化は乏しいものの、45-49 歳で
急峻な増加を示す項目が多数認められた。
これらの結果から、健康診断の検査値は加
齢変化により変動があり、特に若年層にお
ける変動率が高い傾向があることから、現
在の基準範囲内であっても将来的な健康
リスクの高い群が捕捉されていない可能
性を示唆するものである。 

また、男性の収縮期血圧で 35-39 歳代で
の急激な回帰係数の増加が認められたこ
とから、その他の項目についての検討が必
要であることが示唆された。 

以上のことより、現在捕捉されていない
健康リスクを早期に把握することなどを
目的に、加齢変化や BMI 値を考慮した基
準範囲の設定の必要性が強く示唆された。 
 

F. 健康危険情報 
特記事項なし 
 

G. 研究発表 
特記事項なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
特記事項なし 
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参考１：検査値の外れ値の基準 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

３．就労者集団の BMI 値の経年的変動に寄与する要因に関する検討 

研究分担者 山本 健也  東京大学環境安全本部 助教 

 

協力研究者： 桑原恵介（帝京大学大学院公衆
衛生学研究科 講師） 
 
Ａ.研究背景および目的 
背景： 

定期健康診断は職域において毎年ルーチン
に実施されるが、この健診項目を見直し、改善
していくには定期健診項目と有所見との関連
を定量的に評価することが求められる。この職
域健康診断の縦断的検討を実現するには、同一
コホートを大規模に長期間追跡しているデー
タベースの構築が不可欠である。また、健康診
断の有所見に寄与すると考えられる要因は労
働環境要因や生活習慣要因をはじめとして、先
行研究において数多く検討されているが、就業
に際して必ず発生する「通勤手段」を評価した
解析は少ない。 

本研究では、職域多施設研究（J-ECOH スタ
ディ）でこれまで収集した各種データを整理・
統合し、本研究の目的を達成するための専用デ
ータベースの構築を図るとともに、このデータ
ベースを用いて、通勤手段の変化と BMI の変
化について予備的に検討した。 
 

B. 研究方法 
1) 研究設定 

J-ECOH スタディに参加する関東・東海地
方に本社を置く 12 企業、13 施設のうち、通
勤に関する情報を健診時に収集している企
業 
2) 研究デザイン 

大規模疫学データベースを用いたコホー
ト研究。 
3) 研究対象者 

通勤手段に関するデータを収集している
研究に参加する事業場において、研究期間内
のいずれかの年度に当該事業場に在籍して
おり、かつ産業医の健康管理下にある社員約
5 万名。 
4) 研究で収集するデータ 

健康診断などの健康管理情報を収集する。 
5) 倫理的配慮 
  上記１）の各企業において匿名化された従
業員の健康診断等の記録を、事業場内での研
究利用目的の承認を経たうえで収集された
データを統合したデータベースが、J-ECOH
スタディとして国立国際医療センター内に
倫理審査委員会の承認を経て構築・運用され

研究要旨 
職域の有所見率に影響する要因としてこれまで労働時間や交代制勤務、仕事中の身体活動といった労

働環境にかかわる要因に加え、食事、睡眠、飲酒、運動といった生活習慣要因が評価されてきたが、就
労者における通勤と有所見との関連について評価した研究は少ない。今回、就労者集団において通勤手
段の変化と BMI の変化との関連を予備的に検証したところ、活動的な通勤手段に切り替わると体重が
増えにくい一方で、活動的ではない通勤手段に切り替わることで体重が増えやすくなることが示唆され
た。 
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ている。本調査研究については J-ECOH ス
タディの一環として実施された。 
6)データ分析 

通勤手段の変化と BMI の変化の評価 
2006 年度から 2010 年度までに少なく

とも 1 度健診を受診し、かつその 5 年後に
健診を受診していた労働者を対象とした。主
な通勤手段について徒歩、自転車、バス・電
車、車・バイクの４カテゴリで尋ね、車・バ
イクを非活動的な通勤手段とし、それ以外を
より活動的な手段として定義した。ベースラ
インとその 5 年後の BMI の差（kg/m2）を
アウトカムとして、重回帰分析を用いて、通
勤手段の変化との関連を評価した。 

 
C. 研究結果 
1) 通勤手段の変化と BMI の予備的解析 

約 3 万名の労働者を対象に分析したところ、
通勤手段がベースラインとその 5 年後の 2 時
点ともに非活動的であった群では体重の増加
が認められ、また通勤手段が活動的であったが
非活動的に切り替わった群ではさらに大きな
体重増加が認められた。一方、2 時点ともに活
動的な通勤手段であった群では体重増加は認
められず、通勤手段が非活動的な手段から活動
的な手段に切り替わった群での体重増加はわ
ずかであった。 
 
D. 考察 

日本人就労者の定期健康診断データを用い
て、予備的に通勤手段の変化と BMI の変化に
ついて検討したところ、通勤手段の変化に伴い
BMI も変化することが示された。 

活動的な通勤手段を取り入れることで疾病
予防・健康増進を図る取り組みが世界的に注目
されている。通勤手段と BMI との関連につい
て縦断的に評価した研究は少ないが、今回の結

果の方向性は先行研究と同様であった。 
 
E. 結論 

J-ECOH スタディに参加する一部の企業の
縦断データを用いて、５年間の通勤手段の変化
と同時点の BMI の変化について予備的に検証
したところ、通勤手段が変わると BMI も増減
することが示された。定期健康診断で得られる
情報を縦断的に用いることで、有所見率の変化
をより強力に予測できる可能性がある。 
 
F. 健康危険情報 
  特記事項なし 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 

特記事項なし 
２．学会発表等 

桑原恵介、中川徹、山本修一郎、本多融、林
剛司、溝上哲也. 通勤手段の変化と体重の変化
―5 年間の観察研究の結果から―. 第 28 回日
本疫学会学術総会. 2018 年 2 月 1 日 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

特記事項なし 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

４．糖尿病及び心血管疾患のリスク予測に関する研究 

研究分担者 溝上 哲也  国立国際医療研究センター臨床研究センター疫学・予防研究部長 

 

研究協力者： 胡歓歓（国立国際医療研究セン
ター疫学・予防研究部・研究員） 
 
A. 研究目的 

日本は世界で最も糖尿病患者が多い国のひ
とつであり、2030 年には成人の約 1 割に増え
ることが予想されている。糖尿病は 3 大合併症
の他、心血管系疾患やがんのリスクを高める要
因でもあり、その予防対策は急務である。糖尿
病及びその関連疾患の予防のためには、勤労者
集団において高危険群を同定し、生活習慣の改
善に結び付けることが重要である。 

職域定期健康診断では空腹時血糖、HbA1c、
尿糖による糖尿病スクリーニング検査が含ま
れている。しかしながら、糖尿病を疑う検査結
果でなければ、一般には経過観察などの指示は
あっても精密検査や保健指導の対象とはなら
ず、検査数値が悪化するまで放置されているの
が実情である。 

メタボリックシンドロームの保健指導対象
として、肥満を伴う血糖高値者は指導が行われ
ている場合があるものの、肥満を伴わない血糖

高値者や、肥満の有無にかかわらずメタボリッ
クシンドロームの血糖以外の検査値が正常で
ある人は予防的保健サービスの対象である。 

糖尿病の高危険群同定のため世界的には
100 を超えるリスク評価ツールが開発されて
きた。しかしながら、糖尿病の罹りやすさには
人種差があること、日本で開発されたリスクス
コアは小規模である、多くの高齢者を対象に含
む、観察期間が短いなどの限界がある。大規模
な勤労者集団を対象にした長期に亘るデータ
に基づく予測モデルの開発が望まれる。 

研究 1 年目は、職域多施設研究（J-ECOH ス
タディ）のデータにより、向こう 7 年間の糖尿
病発症を予測するリスクスコアを開発し、その
予測能を評価した。さらに糖尿病のリスクチャ
ートを作成した。 
  
B. 研究方法 
1) 職域多施設研究（J-ECOH スタディ） 

J-ECOH スタディは関東・東海地方に本社
を置く 12 企業（社員約 10 万名）が参加した
多施設共同研究である。研究では定期健康診

研究要旨 

職域多施設研究（J-ECOH スタディ）の縦断データを用いて、将来 7 年間
に糖尿病を発症するリスクスコアを開発し、その精度を検証した。血液検査
データを用いない非侵襲タイプのモデルと、血液検査データを含む侵襲タイ
プのモデルを作成した。時間依存型ＲＯＣ分析により、侵襲タイプのモデル
の予測精度はかなり高いことを確認した。併せて、受診者の性、年齢、肥満
度、腹部肥満、喫煙、高血圧のデータを用いて糖尿病リスクが容易に把握で
きるリスクチャートを作成した。開発した糖尿病リスクスコアにより、定期
健康診断データに基づいて糖尿病の予防意識を高めることや、リスク層化に
より保健指導対象を絞り込むことに役立てることができよう。 
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断（2008 年度以降）のほか、長期病休、心血
管疾患発症、全死亡のイベントデータ（2012 年
度以降）を定期的に収集している。本年度は
2016 年度の定期健康診断データと 2017 年 4
月以降のイベントデータを収集・整理し、それ
以前のデータと個人レベルで突合させた。 
2) 糖尿病リスクスコアの開発 

2008 年度（一部は 2009 ないし 2010 年度）
の健康診断を受けた 30～59 歳の参加者約 7 万
6 千名のうち、心血管疾患、がん、精神疾患、
糖尿病の既往者、リスクスコア作成に必要な
変数が欠損している人、ベースライン以降１
回も定期健康診断を受診しなかった人を除い
た 46,198 人を解析対象とした。毎年の健康診
断受診情報により 2016 年 3 月まで追跡した
（最大７年間の観察）。糖尿病発症は空腹時血
糖 126 mg/dl 以上、随時血糖 200 mg/dl 以上、
HbA1c 6.5 以上、糖尿病治療の自己申告のいえ
ずれかに最初に該当した時点とした。 

解析対象者から 3 分の 2 を無作為に選び、
リスクスコアの開発に使用し（開発コホート）、
残りの 3 分の 1 のデータをその検証に用いた
（検証コホート）。糖尿病の予測変数は、性、
年齢、ＢＭＩ、腹部肥満、喫煙、高血圧、脂質
異常症、空腹時血糖、HbA1c である。このう
ち、非侵襲タイプのモデルでは性、年齢、ＢＭ
Ｉ、腹部肥満、喫煙、高血圧を用いた（図）。
侵襲タイプのモデルでは、さらに脂質異常症、
空腹時血糖か HbA1c のいずれか、もしくはど
ちらともを投入した。 

リスクモデルの予測能評価を時間依存型
ROC 曲線下時面積により定量化した。さらに
Integrated discrimination improvement (IDI)
と Net reclassification improvement(NRI)によ
り非侵襲タイプから侵襲タイプに変更したと
きの精度の向上を評価した。 

（倫理面での配慮） 
国立国際医療研究センター倫理委員会にて

承認を得た。健康診断成績や疾病罹患など通
常の産業医業務の中で取得されるデータにつ
いては個別に調査説明や同意は行わず、事業
場に研究実施の情報公開文書を事業所内に掲
示し、データ提供を拒否する場合には調査担
当者に申し出る。データは企業側で匿名化を
行った上で研究事務局に提供する方式とした。 
 
C. 研究結果 

追跡期間中、開発コホートでは 2,216 名が、
検証コホートでは 1,167 名が新規に糖尿病を
発症した。両コホート間で糖尿病予測に使用
した要因の分布に大きな違いはなかった。 

糖尿病をアウトカムとする多変量関連分析
において、非侵襲タイプのモデルの候補予測
変数はいずれも糖尿病との有意な関連をみと
めたため、すべてを予測モデルに含めること
とした。一方、侵襲タイプのモデルの候補予測
変数のうち性と腹部肥満は有意な関連が見ら
れなかったため、予測モデルから除くことと
した。 

時間依存型ＲＯＣ分析により予測精度を評
価したところ、非侵襲タイプのモデルでは
0.73（95％信頼区間 0.72-0.74）、侵襲タイプの
モデル（空腹時血糖と HbA1c を同時に含む）
では 0.89 であった。 
 IDI は、非侵襲タイプのモデルを基準とする
と、侵襲タイプの各モデルでは 0.17（HbA1c）、
0.18（空腹時血糖）、 0.26（HbA1c と空腹時血
糖の両者）であった。NRI は非侵襲タイプのモ
デルを基準とすると、侵襲タイプの各モデル
では 0.50（HbA1c）、0.56（空腹時血糖）、0.74
（HbA1c と空腹時血糖の両者）であった。 
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D. 考察 
 日本人勤労者の職域定期健康診断データに
もとづいて将来、糖尿病を発症するリスクを予
測するスコアを開発し、検証した。HbA1c あ
るいは空腹時血糖のいずれかのデータが得ら
れれば、高い精度で糖尿病発症を予測できるこ
とが明らかとなった。 
近年、若年者における肥満増加に伴い若年層に
おける糖尿病の増加が懸念されている。職域定
期健康診断は法令上、35 歳に達しないと血糖
などの血液検査がないため、それより若い年齢
では高危険群かどうかの判断ができず、保健指
導の対象者を決めることができない。こうした
若年者にこのたび開発した非侵襲タイプのリ

スクスコアを適用し、その結果により、高危険
群と判定された人を対象に職域での予防対策
を行えば将来の糖尿病発症者を減らすことが
期待される。また、血液検査が選択的に行われ
る 36～39 歳において、高危険群は血液検査を
省略しないと判断する根拠になろう。 
開発した糖尿病リスクスコアは、受診者が健康
診断データに基づいて糖尿病の危険度を定量
的に知ることで予防に役立てる他、集団として
リスク層化を行うことで保健指導対象者を絞
り込み、保健医療資源を効率的に投入すること
に役立てることができる。 
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E. 結論 
職域多施設研究（J-ECOH スタディ）の縦断デ
ータを用いて、将来 7 年間に糖尿病を発症する
リスクスコアを開発し、その精度を検証した。
侵襲タイプのモデルの予測精度はかなり高い
ことが確認できた。 
 
F. 研究危険情報 
なし 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 
Hu H, Mizoue T, et al. Development and 
validation of risk models to predict the 7-year 
risk of type 2 diabetes: The Japan Epidemiology 
Collaboration on Occupational Health Study. J 
Diabetes Investig. 2018 年 3 月電子版先行公開 

2. 学会発表 
なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
なし  
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

５．一般健康診断の事後措置のあり方に関する質的調査 

研究分担者 永田 智久  産業医科大学産業生態科学研究所・講師 

研究分担者 溝上 哲也  国立国際医療研究センター臨床研究センター疫学・予防研究部長 
 

研究要旨 
 本研究は、一般健康診断の事後措置の具体的方法とその問題点、専門家が十分にいな
い事業所での具体的実施方法、および、健康診断結果の有効活用の方法について検討す
ることを目的とした。専門家産業医によるフォーカス・グループ・ディスカッションを
実施した。事前に予備調査を実施したうえで、その内容を参考に質問項目を再検討し、
本調査を実施した。その結果、主に以下の意見を得た。「健診事後措置を行うべき優先順
位は、１．業務により健康影響が出ているもの、２．就業制限等、何らかの措置が必要
であるもの、３．要受診レベルのもの、４．要保健指導レベルのもの、である。」「就業
上の措置の判断は、ある程度、自動判定で振るい分けを行ったうえで、最終的に専門家
による判定をするのが効率的である。」「産業医（特に嘱託産業医）の業務時間が限られ
ており、保健師や衛生管理者との分業が求められる」「小規模事業所では、健診結果が紙
しかない（電子データ化されていない）ため、結果を集計すること自体が困難であるこ
とが多い」「ベンチマークとして、有所見率と、その後の行動（要医療の人がその後、受
療したかどうか等）を追っていくことが重要。」これらの結果をふまえ、今後、分散事業
所や小規模事業所で効率的に健診事後措置を行っている事例の収集、健診結果の有効活
用に関する良好事例の収集、および、健診事後措置の効果評価（有所見率やその後の行
動での評価）が必要と考えられる。 

 
Ａ．はじめに 
 健康診断の事後措置は、労働安全衛生法第
66 条の 4～7 に規定された活動である。具体的
な内容は「健康診断結果に基づき事業者が講ず
べき措置に関する指針」に記述されているもの
の、その実態は事業所規模・業種等により様々
である。本研究は、一般健康診断の事後措置の
具体的方法とその問題点、専門家が十分にいな
い事業所での具体的実施方法、および、健康診
断結果の有効活用の方法について検討するこ
とを目的とした。 
 なお、本研究における「健康診断の事後措置」
とは、就業上の措置のみではなく、受診勧奨、

栄養・運動指導等も含む。 
 
Ｂ．研究の方法 
１．予備調査 
 一般健康診断の事後措置に関連した 2 つの
テーマについて、専門家産業医 4～5 人でのフ
ォーカス・グループ・ディスカッション（FGD）
を実施した。テーマ１つにつき、２グループで
議論を行った。本予備調査は、本研究のリサー
チクエスションを明確にすることを目的とし
た。本調査における情報の取扱いについて事前
に参加者に説明を行った。実施時期の関係で、
本研究は倫理委員会の承認前に実施した。その
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ため、予備調査であることを参加者に説明して
実施した。 
 
テーマ１：健診事後措置が必要な人の同定と具
体的な健康事後措置の実施方法 
【質問】労働者集団のなかで、産業保健として
事後措置対応をする優先順位の高い集団は何
か？ 
【質問】医療スタッフの人的資源は、事業所に
より異なります。嘱託産業医が月 1 回執務（産
業看護職なし）の状況下であっても、最低限行
うべきこと（介入すべき集団と事後措置の方法）
は何か？ 
【質問】「専属スタッフはいるが、分散事業所
等で簡単に労働者と面談することが困難な場
合もあります。そのような場合に行いうる事後
措置の方法は何ですか？」 
【質問】「そのほか、行っている事後措置の工
夫はありますか？」 
 
テーマ２：健康診断結果の有効的な活用方法の
検討 
【質問】「健康診断結果の活用方法について、
どのようなことがありますか？」 
【質問】「健康診断結果をどのように事業者に
提示すべきでしょうか？」 
【質問】「直属の上司に対して、どこまでの情
報を提供すべきでしょうか？」 
【質問】「健診結果を保健事業の評価に活用す
ることは可能か？可能であれば、どのような方
法で評価を行うか？」 
 
２．本調査 
 予備調査を踏まえ、一般健康診断の事後措置
に関連する内容を専門家産業医 4 人での FGD
を 2 回実施した。 
 議論したテーマは、予備調査と同様である。 
 

Ｃ．結果 
１．予備調査 
テーマ１は、4 名と 5 名の 2 グループ、テーマ
２は、8 名と 5 名のグループで議論した。 
 
テーマ１での検討要旨は以下の通りである。 
事後措置を行うべき集団について 
・事業者にとっては安全配慮義務、リスクマネ
ジメントが重要。早期発見、早期治療が必要。 
・優先順位は働く場所によって異なる（デスク
ワークと工場勤務）。 
・へルスリテラシーが低い集団に対する介入
が必要。問診でへルスリテラシーを含めている
ところもある。 
・労働者にとって、データが悪くないけど経年
で悪くなっている人には介入が必要。 
・具体例に血糖、血圧、BMI に脂質を加える必
要がある。脂質はまず治療してもらい、他は最
初から就業配慮を考慮することがある。 
・糖尿病発症確率から対象者抽出してもいい
かも、そのように使っているところはない。 
・動脈硬化ガイドラインは 2017 年版で吹田ス
コア等を使用し、かなり複雑化している。今後
はそういうものの活用も必要。 
・保健指導の介入順序を、フラミンガムスコア
を使い決めたことがあるが、その時はほとんど
年齢順になった。絶対リスクを重要視すれば、
若い世代の高血圧などは見逃されがちである。
⇒治療レベルは優先順位が高いのはわかるが、
その次のクラスの順位付けは難しい。 
・安全配慮が第一優先。 
 
一般健康診断の目的について 
・就業制限の要否の判断 
・一次予防、二次予防（早期発見、早期治療）、
三次予防 
・産業医、保健師の存在を認知させる機会、相
談できる場があることの周知の機会 
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・情報提供の場（はじめはありがた迷惑であっ
ても、話すうちに必要な情報と気づくことがあ
る） 
・安心すること（産業保健スタッフの有無に関
わらず、健診の効果として従業員の安心に繋が
る。また、安心に繋げるためには、産業保健ス
タッフがどのような情報を提供するかが議論
となる。） 
・不安な人が事後措置でその解決策を教えて
もらい安心することもある一方で、所見がある
が気づいていない人はその段階では不安はな
く、事後措置で指摘され不安となることがある。
外から見ると必要なことと我々は考えるが、労
働者からすると必要と感じないかも知れない。 
・健診項目には判定がついて、その説明が記載
されている。労働者の健康リテラシーによって
は、医学的解釈の説明をする役割が産業医や保
健師に求められることがある。健診結果の解釈
を教授する機会（例：γGTP の意味）となる。 
・健康面の重大性を理解していない人は、重大
性を気づく場となる。 
・労働者が求める情報は、健診結果、病気につ
いて、業務に支障がないかについて、等、多様
である。 
・集団として組織のへルスリテラシーをあげ
るという目的は大きいと思う。 
 
分散事業所の事後措置の方法 
・人的資源が限られているところでは、嘱託産
業医のできる範囲は限られており、保健師の役
割は重要。ただし、保健師の費用対効果の検証
は十分でない。 
・通信型、郵送式、メールでフォローしている
ことがある。緊急を要する場合は電話する。電
子メールベースで行い、本当に受診したかは紹
介状で行う。 
・本社で健診結果を確認し、受診確認が必要な
人にポストイットなどでマークし、受診確認用

書類のテンプレートを担当者に手渡し、返答が
ない人は面談をするようにしている。 
・労働衛生機関で働いているが、人間ドックの
結果に紹介状を同封している。 
・一部の企業では、ある健診結果が一定の値に
なると自動的に就業制限がついてしまい、それ
を外すために面談を行うというところがある。 
・治療中でコントロール不良の人は、就業制限
つけるしかないのでは？紹介状を書くことも
ある。 
・1 型糖尿病などはコントロールを良くしよう
とすると低血糖のリスクが上がる。こういった
ときは、産業医は主治医を尊重せざるを得ない。 
・健康状態が悪い人に、サポーターをつけると
いうことをすればいいかもしれない。⇒パート
ナー、グループをつくると成功率はかなり上が
ったが、反発が強く 3 年で終了した。 
 
テーマ２での検討要旨は以下の通りである。 
健診結果の活用方法 
・長く働いてもらえるよう健診結果を活かす。
経年で、同年代を比較し、改善を目指す。 
・まずデータを蓄積することが大事。次にデー
タベース化。使える形にしておく。 
・教育に活かす。職場には健康増進活用に使え
る。 
新入社員のデータを新入社員のくくりで比較
をしたことがない。地域保健や学校保健では行
われている。 
・年齢構成を考慮入れることは大事。 
・記述データ, 単純なデータ→会社に対して提
示しやすい。わかりやすいことが重要 
・比較対象が必要。・比較するデータがあれば
教育や施策推進が容易になる。年間計画が立て
やすい。 
・WFun のように労働の問題にフォーカスし
た項目は理解できる。健診は健康管理から考え
られたとしか考えられないのは時代に合って
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いない。本人の意向を尊重すべき。 
・喫煙率など、同じ項目を毎年調べているのは、
経年比較し介入に使いやすい。 
・健康に注目しすぎると、健康の人を雇えばよ
いという考え方になることも考えられる。健康
リスク⇒雇用が流動化すると会社で管理する
こと自体がおかしくなってくる。 
・会社が行うのはハイリスクアプローチ。 
・ヘルスリテラシーの評価、特に喫煙率を出し、
世間一般と比較する 
・健診や問診結果を事業所毎に分析、比較する。
肥満、喫煙などが響く。競わせるとともに、弱
いところについてどうすればよいかを事業所
毎に説明してまわっており、集団目標をたてて
もらう。集団としての対策の立案、目標設定に
いかしている。 
・がん検診受診率が大切では。乳がん、便潜血
等。がん検診の評価のためには人数と時間が必
要なため、一企業では効果測定までは難しい。
また、がん検診の PDCA サイクルはまわせて
いない。 
・高齢（加齢）で有所見率がさがらないことが
多いが、横ばいでも評価してもいいのではない
か。下がらないといけないという恐怖感のよう
なものがある。ある程度の年齢になれば、薬服
用しているからダメではなく、医療と連携して
いるからいい、という評価があってもよい。 
・事業者の意識が変わると大きい。今まで健康
管理が全くできていなかった事業所でも、社長
の意識が変わると、社員の健康意識ががらりと
変わることを経験する。今まで産業医がいくら
いっても受診しなかった社員が、自分の健康目
標を立て始め、1 ヵ月毎に進捗管理し始めた。
喫煙対策等も事業者の一声で方針ががらりと
変わる。 
・血液検査データのみでは事業者に響かない
が、在職中の死亡者が出た、40 代と比較的若
い年代で心筋梗塞の発症者が出たという事例

が発生した際、振り返ってどういった特性の人
だったのか、どうすればよかったのかという振
り返りに血液検査結果、健診結果を裏付けとす
る根拠とすると聞いてもらえやすい。うまくタ
イミングをみる。 
・長時間労働について、心筋梗塞発症者がでる
と注意しましょう、という雰囲気になるが、ま
たすぐに元も戻ってしまうことが多い。そのあ
たりを拾えるようなものがあると良い。事業主
も変えるが、文化も変えることが必要。我々が
介入すると良くなるわけだから、より（心筋梗
塞の発症等を）目立たなくしている。そのあと
が大変なので、介入の評価が難しい。 
・レッドカード基準（就業配慮基準）を決めて
いる。これ以上こえたら人事・上司交え就業配
慮を検討するという基準を決めて運用してい
る。たとえば血圧 180/110 以上、HbA1c8.4 以
上。それを数値化し、徹底的に対策するという
方針で行ったところ、コントロール不良者が 1
年で 2/3 まで減った。そもそもゼロにしないと
いけない、ということを言って、ルール化する
ことで、毎年減っている。毎年基準を超える人
は要注意者として呼び出して面談を行う。これ
は支社長、社長にインパクトがあって、本当に
あぶない人なんだよというと、その人たちを徹
底的にゼロにしてください、ということになる。
わかりやすく、集団介入としてやりやすい。社
員もレッドカードの存在を知りつつあるので、
いいかなと思う。⇒一律な基準は難しいのでは 
・業務内容による身体負荷をどのように評価
するか、がないと、健康診断がいきてこない。
労働負荷と健診結果との 2 軸になるのか？ 
・今、そこにある危機ではないかも知れないけ
ど、65 歳までみんなが働くということになり、
労働損失をできるだけ少なくしようというこ
とになった場合は、今のやりかたはダメかも知
れない。60 歳までもてばいいやと思っていた
のが、そうはいかなくなっている。 
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・自覚症状で WFun を入れる等、攻めの健診
項目が必要かも知れない。 
 
保健事業の効果指標 
・労働基準監督署が比較できるデータを出し
てもらう。今の健診項目では活用の方法がない。 
WE や活力など、そういったものを増やすべき。 
・問診項目を増やす。ちゃんと寝ているか、ち
ゃんと食べているのか、ということは大事。問
診をしっかりする。 
・活動の評価指標は労働生産性にもっていき
たくなる。医療費削減と労働生産性の向上の 2
軸になる。労働生産性だけではなく、健康文化・
風土の醸成も重要。 
・医師面接、保健指導の評価は、個人ではでき
ても、集団ではとても難しい。 
・産業医面談、保健指導の直接的な効果は受診
勧奨率、事後措置による改善割合で評価してい
るが、それはハイリスクアプローチに入る。集
団となったとき、正直にいって、産業医面談や
保健指導はあまり役に立たないと思っている。
そうではなくて、健康文化を醸成し、事業者を
その気にさせれば、がらっと行動変容が起きて
しまう。会社をどれだけやる気にさせたか、が
評価指標となる。 
・何の行動を変化させたいかの目的にもよる
ため、単に喫煙率の変化も評価指標になりうる。
喫煙率の場合、事業者というより、国レベルで
の戦略があり、その影響は大きい。 
・睡眠に関しては、生産性の高い仕事をするた
めに、どのように眠ればいいのか、という話を
する。結局つきつめていくと、生産性の高い生
活習慣にすると、メンタルヘルスにもメタボに
も根っこは一緒である。そうであれば、健康診
断結果がわるい集団は生産性が低い集団であ
るということになり、そのことを実感させられ
ることを言えれば事業者に響くであろう。 
・会社の重点目標の中に入れてしまえば事業

者に響く。（経営者が）やらなければいけない
仕事にしてしまう。 
・意外と自覚症状が宝の山になっている。肩こ
り対策の保健事業を血液検査では評価できな
い。自覚症状の集団結果をもう少し活用した方
がよい。その結果を事業者に、どううまく伝え
ていくか。 
腰痛は業務上疾病も多いし、プレゼンティーイ
ズムも多いし、いろいろな切り口がある。腰痛
の少ないところは生産性が高い、そのなかにプ
ロセスがあるはず。優秀なマネージャーがいる
等。次のアクションに繋がるように促すことが
必要である。 
・集団分析で悪いということが明らかになっ
たとき、ではどうすればよいかということにな
るため、いいところではこんなことをやってい
ます、ということを見せてあげられると良い。 
・他社比較はとても効果的。うちの会社が 6 万
人のデータと比較してどうです、といった場合、
どこと比較したのか、という話になる。業種、
職種によっても健診データは違うため、同業他
社で比較すると響く。そのためには、より中立
的な労働衛生機関が必要かも知れない。健診結
果も National Database にする必要がある。 
・ちゃんとした問診票を共通化することも必
要。問診の強化する必要がある。女性は問診の
方が重要かも知れない。女性の方が、自分の体
調の変化を敏感に感じる方が多い。女性のがん
検診を強化するべき。 
 
事業者への結果提示 
・健康診断結果をどのように事業者に提示す
ると効果的か。 
・横断的に、特に業界内で比較。比較し、年間
計画に役立てる。直属上司に健診結果なんてい
らない、就業制限がかかっている人のみ必要。 
 
上司に対する健診情報の提供 
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・以前は部長職に、健診結果をまとめ、前年比
較を入れて説明していた。最初はグラフを書い
たりして工夫していた。回を重ねるうちに、個
人のことを教えてくれ、ということになる。具
体的に誰で、どうしたらいいか教えてくれとい
うことになった。結局、5 年くらいたつと、こ
の人は今大丈夫です、という話になってしまっ
た。集団をどういうふうにしていくかは、難し
い。 
・管理職に何をやってほしいかを明確にしな
いと、健康情報をフィードバックする意味がな
くなる。そうであれば、誰と誰は、どうしてく
ださい、と具体的に言った方が手っ取り早い。 
・管理職個人のポピュレーションアプローチ
を押し付けても、難しいと思う。 
・大企業は事業主に啓発するだけで十分かも
知れない。中小零細企業でこそ議論すべきテー
マである。産業医の執務が月に 1 回の場合に、
そこで優先順位が高いものは何かを示すこと
が重要。事業主の意識を変えられれば、変わる。 
・こういうフォーマットで返すと事業主の意
識が変わる、というものがあるとよいのではな
いか。全衛連で取り組めないか？ 
・産業医が主で行うか、営業やコンサル等の他
分野の人がやるのが効果的か、検討が必要であ
る。 
 
２．本調査 
4 名での FGD を 2 回、実施した。 
 
一般健康診断の目的について 
・健診事後措置の優先順位は、まず就業上の安
全とか本人の安全に決定的な影響が予想され
る状態（例えば血糖であれば HbA1c が９ある
いは 10 をオーバーしているような状態、血圧
であれば 3 度の高血圧）。次に要治療群。3 番
目が、いわゆる保健指導域の人たち。3 段階に
分けているイメージで、あとは会社ごとに事後

措置にかけられるマンパワーや時間に応じて
どこまでやるかというのは決めていく。 
・断面でその時の検査結果で結果を判断する
ことが多いが、経年変化を見ながら介入する場
合もある。1 年で体重が理由なく 5 キロ 10 キ
ロ落ちている人等。急激な悪化が見られた人や、
あるいは、一向に改善の兆しがない人。後者は、
例えば糖尿病治療中であるが HbA1c9 越えが
ずっと続いているという人、改善の見込みがな
いか、あるいは悪化も見込まれるという人の場
合など。検査結果の減少傾向というのは健診は
あまり引っ掛けてこないが、甲状腺機能異常が
あるのをみつけた事例があった。 
ただし、複数の事業所をに行っていると、経年
変化は見れていないというのが現状。そこまで
時間をかけることが難しい。健診結果に過去の
結果がついているところもあれば、ついていな
いところがある。経年の結果が隣に記載されて
いなければ、気づくことができない。 
・人材の流動性が大きくなっているから、昔よ
りも社員の 10％くらいが新しい社員になって
くるような場合、過去の結果と比べること自体
が難しい。 
・IT スタートアップみたいな企業では、保健
指導に関しては、例えば保健師さんが呼ぶみた
いな工数はもうかけないんですよ、でもその代
わり何するかといったら、保健指導よりも、健
康アプリなんかを月 500 円で会社がダウンロ
ードしてあげて、そういうお金をだして機会を
与えるけれどもそこに対して管理をするので
はない。 
・健診結果をみるときは仕事からの影響が出
ている人がいないかというのをまず見る。その
あとは就業制限とか配慮がいるかというレベ
ルと、病院間違いなく行ってねというレベルと、
保健指導。この 4 本柱でいつも考えている。 
・よく就業措置っていうと、制限、就業のあの
職務変えろとか、何か制限、やめさせろとか、
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こんな事あるじゃないですか。でもそんなのい
きなりつくわけなくて、普通、要治療だよねと。
この要治療というのは、就業上の措置に含まれ
てないけど、なぜだと。これは文脈上、治療す
れば制限必要なしって言ってる条件付きオッ
ケーだから、それは有り。 
・複合リスクですごいリスクの高そうな人っ
ていうのを、制限必要かもしれない。優先順位
という意味だと、そういう個々のコントロール
が超不良じゃなくても、組み合わせると悪いっ
ていう人も本当はいる。 
・保健指導の要否はマンパワーによって、もし
保健師さんいるかどうかとか、看護師さんいる
かどうかにもよる。 
・産業医が判断をするのだろうな、就業措置は
この人は何の仕事をしてますかで変わってく
るだろうし、産業医が判断をする。 
・健診自動判定で「異常なし」であったが、実
は違うケースがあった。（診察所見） 
・本当の予防的なところに手出せるかどうか
は、努力義務なところもあって、マンパワー次
第かなとは思います。 
・過去のデータと比べて、悪化しているのか、
良くなってきているのかとか、そういうのを見
たりして、基準値以下でも就業制限かけること
がある。それ以外の要治療レベルの人達は、基
本的にはコンピュータで自動的に病院行って
くださいと、結果に書いてありますから、それ
で行ってもらう事になっているんですけど、必
ずしも行かなくても良いレベルの人も入って
います。特に行ってほしい人は、産業医の判断
で紹介状を書いて、病院へ行ってもらうと仕組
みをとっている。 
・あとは、あの要治療レベルであるけれども、
産業医が手を下すところまでいっていないか
なっていう人は、保健指導を保健師が行い、定
期的に巡回していく中で、会って指導する。 
・要保健指導のレベルは、当然マンパワーにも

よるので、そこも（明確に一つに）線を引けな
い。 
 
事後措置の実施方法 
・（事後措置の方法 1）具体的な事後措置の方
法は、嘱託産業医では、事前に衛生管理者ない
しは人事の方にお願いして、事前に判定を
ABCDE に分けてもらい、ABC、つまり、要経
過観察以下の人はみていない。要精密検査、要
再検査、要治療、治療中の方のみをピックアッ
プをしてそこで判断をしていく。その中でマス
トな人を産業医がピックアップして、まずファ
ーストは衛生管理者の方に今の治療状況を確
認してもらって受診しているのか、していない
のか。これしていないということであればその
方から促してもらってそれでもいかないとい
うことになれば産業医面談という形をとって
います。 
・（事後措置の方法 2）基本的には要精密検査、
要治療群に関しては、病院受診した日にちと医
療機関とその後の方針がどうなったかを自分
で直筆で書いてもらったものを（本人から）人
事課に提出してもらって、人事課で管理しても
らっています。でも私が付箋をつけたマストな
人たちに関しては絶対、後追いをしてもらって、
その後の受診確認もしてくれ、というような要
望をだしているのが現状です。 
・（事後措置の方法 3：健診機関医を兼ねてい
る場合）自分で健康診断やっているところです
と、産業医が医療判定してしますので、その場
で医療判定に加えて就業区分まで出してしま
う。ので、そうすると出務時間にはほかのこと
ができる。 
・（要精密検査・要医療の人の受療確認は）二
次検査の結果を出してもらうことが多いかな。
一応それを出してもらって、出さない人を追っ
てますね。確認をする人は法的に守秘義務があ
る衛生管理者が理想的ではあるが、衛生管理者
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じゃないけれど健康診断の事務に従事するも
のが行うこともある。有資格者にこだわってい
るとちょっと回らない場合がある。 
・1 つの事業所に行くと、4 つか 5 つの機関か
らなんですよ。なんで基準値が違うんですよ。 
・（大規模事業所では）健康管理部門の判定の
ガイドラインみたいなものは作ってやってま
す。 
・（職場に）この人にはこの配慮が必要だし、
この人は元気で大丈夫よっていうところの情
報をしっかりと渡すと、結構気を付けてみてく
れたり、あの受診しろと、上司が言ったからや
っと行くみたいな話っていうのは、出てきてい
るので、その先ほど言ったように職場を巻き込
むっていうやり方は、やっぱり何か工夫しなが
ら巻き込まないといけないだろうねっていう
のは思いますよね。 
・特定健診、特定保健指導ってもう 10 年間た
つ。結構その今まで（保健指導を）やってなか
った企業もやろうよって言ったらそれをやっ
てくれるので、保健指導はもうそこに任せちゃ
うっていうケースができた。 
 
健診結果の活用方法、保健事業の効果指標 
・そもそも、健診データがデジタルデータ化が
できいないところが多い。紙しかない場合は、
労基署への報告書類を書くのでもすごい大変
なんですよ。有所見をピックアップなかなかで
きない。 
・デジタル化の問題は、本来は健診機関が全部、
まとめてデジタルフォーマットにしてもらわ
ないと難しい。 
・他社との比較でいいんですか、悪いんですか
とすごく聞かれるんですけど平均年齢とか年
齢性別とかが違うから難しい。やっぱ全体の
性・年齢構成が違うので、同業他社比較とかど
うですかとか聞かれたときでも、意外と使えな
い。 

・集団での分析と、その前に広い範囲でとった
全国的な平均値っていうのがありますよね。そ
れとくらべてっていうのは一つ分かりやすい。 
・全社データを使って、うまいこと当社データ
比ってやってくのは、社員の流動性が少なく、
大規模事業所で、そこそこ平均年齢が高い、会
社をイメージすると、そういう使い方すごくで
きる。でも、80 人とか 60 人とか毎年、人員が
増減するわけです。プラスアルファでいる人の
2 割くらい入れ替わってるわけで、そうすると
健診が良くなってるのか悪くなっているのか
もうわからないという世界の中でみると、まず、
同じ集団を経年的にみるという以外の使い方
をやっぱり考えないとたぶんダメなのかなと
思うんです。 
・いま全国のデータがまずないので、自社がど
のレベルにあるのか、また、同業他社間での比
較ってのができないので、結局データ化する意
味が、あまりない。 
・小規模事業所だと、データ化するメリットっ
て、多分自社がお金をかけるとちょっと減るわ
けです。 
・健診の結果を担当者が何も見なくても勝手
に自動化されたデータがこの人ヤバいでって
出てきたらたぶん使うと思うんです。そこまで
いかないとたぶんデジタルデータ化の意味は
ないんではないかと思う。 
・やっぱ同じくらいの年齢の中でも自分がど
れくらい悪いかっていうのを知ると皆さん行
動変容にいくっていうひと結構多いので、自分
の年齢だったらっという分布と大きなデータ
と比べるのが一番。 
・経営層にしてみればやっぱり全社、いろんな
業者の中での順位より同業者のなかでどれく
らいの立ち位置かを皆注目する。 
・この問題は、ちゃんと精度管理ができている
ような健診機関をつかっているかどうか、その
次にデジタル化しているかどうか、その次にど
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の比較で経営者が知りたがっているかという、
まず土台が結構あるかなという。 
・こういったデータを引っ張ってきて、こうい
う風に比べて、こういうような答えを出すとい
いんじゃない、というようなひな形があればあ
りがたい。健診結果から健診年齢みたいな。あ
んたの年齢から 15 歳上やで、とか、健診年齢
を来年までに変えるためには保健指導を受け
て 5 歳若くしましょうとか、多分そこまでわか
りやすくしないとくっつかないと思うんです
よ。 
・デパートなんかだったら、終わる時間が遅い
ので、寝る 2 時間前に食べる方が多い、そうな
ると翌朝の朝食の欠食率が高いとか紐づきだ
すと非常に興味がわくんですよね。ある程度仮
説パターンだけでも 20 パターンくらいあると、
非常にツールとしては使いやすいと思います
けどね。長時間労働などが多くてこうだとか。
あとは夜勤交代制勤務だとこうなんじゃない
かとか仮設と紐づいたなにか提案がないとデ
ータだけ見せられても多分フーンとしか言い
ようがない。 
・20 人、30 人であっても示せるような指標が
あるといいな、と思いますね。 
・競わせることが一つのポイントかなとは思
います。でも健診結果が悪いからと言って頑張
るって急にはならなくて、それよりももうちょ
っと（待機？）目標として、イベントの参加率
のほうがまだきそえる。ウォーキングイベント
とか。そこで競わせるっていうのがまず一つの
ポイント化と思います。 
・嘱託産業医で、健診結果が電子データとして
あるところはほとんどない。 
・健康診断結果の活用っていう意味だと、産業
医の 1 人いるだけっていう、嘱託でも月 1 と
か行ったら、これ事例対応でたぶん終わってし
まうと思う。 
・健康管理の PDCA なんて到底回せなくって、

Do ばっかりになるし。専属産業医でもそうで、
昨今結構仕事も増えてるから Do ばっかりに
なる。 
・健康診断の事後措置をちゃんと来ているか
どうか、そのデータを出して、あなたのところ
呼んだ人が、何％しか来てませんよとかってい
う風な事ですると、あーじゃあ全員出さなきゃ
っていう話になってくる。 
・健診結果の集団でのまとめは、健康教育の優
先順位を決めてもらうのに、ちょっと活用して
もらおうかっていうくらいで、あんまり上手く
使えてない。 
・1 番何か上手くいったのは、喫煙率を部ごと
に全部出していって、推移を出していって、こ
こでこんな施策を考えてみろとかって。これで
競い合う。 
・有所見率をですね、例えば A 判定 B 判定と
か、そういったものを、グラフにして、そこの
職場の長に渡すようにしています。その結果と
一緒にこう教えて、産業医と保健師が一緒に管
理者たちと一緒にミーティングして、この結果
見てどう思いますかと、何をしますかって言っ
て、指導してもらっている。 
・生活習慣に関しては 22 項目のやつの中でも、
睡眠は十分とれてるとか、それが国民健康栄養
調査の中で、比較するとうちの会社どうなって
るっていうのを見たりとか、そうすると、うち
はあんまり運動してないし、睡眠とれない奴が
多いよなっていう話とか。事業会社によって格
差がこれだけありますとか、っていう風にこう
まぁ何かこうそういう差を見せていくとまぁ
それなりにこう反応はして頂くかなっていう
気がしますね。 
・よその会社とかね、隣の工場と比べてどうか
とか、そういうのを気にするかもしれない。 
・結局何かやりたいときに使ってくる事が多
いかな。喫煙率が高いんだけど、喫煙スペース
減らしませんかとか。健保と相談して何かニコ
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チンパッチ配ったりしませんか、みたいな話の
ときに持ってくる感じなのかな。 
・健康管理室レベルで持っているところは、そ
の 3 ついつも指標を作っていて、要治療って言
った人が要治療になったかと、呼んだ人が来た
かと、二次健診をちゃんと受けているかという
3 つは出していて。 
・病院に行くよう指導した人で行った割合、こ
れは意味がある。 
・「要受診の人が、その後本当に受療行動をと
ったかどうかの確認って、どの程度できてらっ
しゃいますか。」⇒（専属産業医）地区によっ
て違ったりする。例えば本人とメールとか手紙
出して、で返信をもらうところもあれば、本当
に悪い人は、その後にもう 1 回呼んで、確実に
行ったかどうか確認して、行くまで会い続ける
みたいなことをやったりとか。そこはその、そ
れぞれの地区によって、ちょっとはい、変わっ
てます。 
・就業制限クラスはもう、受診云々じゃなくて、
もう制限かけるので、あのそういう通知を発行
したら返事をもらうように、どういう措置をと
ったかっていう返事をもらうようにしている。 
 
Ｄ．考察 

 専門家産業医による FGD により、有用な意
見の聴取ができた。その要旨は以下の通りであ
る。 
・健診事後措置を行うべき優先順位は、１．業
務により健康影響が出ているもの、２．就業制
限等、何らかの措置が必要であるもの、３．要
受診レベルのもの、４．要保健指導レベルのも
の、である。 
・１と２のレベル設定は、ある程度、専門家間
でコンセンサスが得られる。一方で、４のレベ
ルは、医療職の人的資源の状況により異なる。 
・就業上の措置の判断は、ある程度、自動判定
で振るい分けを行ったうえで、最終的に専門家

による判定をするのが効率的である。 
・経年変化を加味して判断することがある。た
だし、健診結果に過去の結果がついていない場
合は、それが難しい。 
・産業医（特に嘱託産業医）の業務時間が限ら
れており、保健師や衛生管理者との分業が求め
られる。 
・小規模事業所では、健診結果が紙しかない
（電子データ化されていない）ため、結果を集
計すること自体が困難であることが多い。 
・ベンチマークとして、有所見率と、その後の
行動（要医療の人がその後、受療したかどうか
等）を追っていくことが重要。ただし、その後
の行動をどこまで追っているかはケースバイ
ケースである。 
 これらの結果をふまえ、今後、以下の検討が
必要である。 
・分散事業所や小規模事業所で効率的に健診
事後措置を行っている事例の収集 
・健診結果の有効活用に関する良好事例の収
集 
・健診事後措置の効果評価（有所見率やその後
の行動での評価） 
 
Ｅ．倫理的配慮 

本調査に関して、産業医大学倫理委員会の承認
を得て実施した。FGD（本調査）の前に参加者
に対して説明を行い、同意書に署名を得て実施
した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 なし。 
２．学会発表 
 該当せず。 
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